
阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 1 1

19 年 ～ 28 年

①
②
③

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進
（３）効率的で持続可能な財政運営の推進 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

地方自治法

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
阿波市民の住民力を結集するための「参画・協働の総合指針」

自立した阿波市を創造・経営するための「地域経営の総合指針」

国・県・周辺自治体に対する「阿波市の主張」

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
本計画が、すべての市民に自分のまちづくり計画として親しまれ、市民の参画・協働のもとに未来の阿波市を築いて行くための計画にし
ます。

今年度 第１次阿波市総合計画後期基本計画（平成２４年～平成２８年度）を策定する。

対象（誰を、
何を）

市民・職員

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 総合計画推進事務
企画課

事務事業名 総合計画推進事務

期間設定なし

大森　章司
シート作成日 平成23年6月24日

シート作成者名主務課長名 吉田　一夫

平成

公的関与

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
2,450

0.000
522

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

設定できない

指標名

総合計画策定の本体事務
のため

0.083
0

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

目標

23平成

目標
実績

平成

7,584

2,450

0.000 0

0
2,418

5,166

年度予算 備考
企画費

年度決算
総務管理費

0.400
5,166

0.400

22

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

活動内容
基本構想は、本市の目指す将来像とそれを実現するための基本目標、重点施策等を示したもの。計画期間は、平成19年度～平成28年度の10年間

基本計画は、基本構想に基づき、今後推進すべき主要施策を各分野にわたって体系的に定めたもの。計画期間は、前期・後期５年間

国・県・周辺自治体に対する「阿波市の主張」

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

総務費

目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

522



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

一次評価

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

本市のまちづくりの基本理念を
示すものです。

目指すべき将来像に向けて必要
な施策を講じています。

二次評価一次評価の説明
自治法で定められています。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

基本構想の実現に向け、事務事業を見直していきます。

総合評価
Ｂ

総合計画に基づく的確な事業の進行管理と事務事業評価との調整が必要です。

拡大・充実 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

積極的に見直しをしてください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ4
有効性必要性

4
達成度

3
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 2
効率性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

基本構想・基本計画等をわかり
やすく理解できるよう努めます。
また、新たな推進方法や策定の
ためのコスト削減に努める必要
があります。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 2 4

17 年 ～ 年

①
②
③

期間設定なし

矢田正和
シート作成日 平成23年6月28日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 適正な土地利用の推進事務
企画課

事務事業名 開発許可事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 適切な土地利用の制限を行い、良好な住環境の整備を指導します。

今年度

対象（誰を、
何を）

開発行為をしようとする者

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
開発行為の指示を行います。

阿波市開発事業の調整に関する条例（Ｈ１７施行）等による適切な宅地開発の指導を行います。

農地法、建築基準法、消防法、景観法、都市計画法、その他関係法令との調整を行い適切な指導を行います。

国土利用法、阿波市開発事業の調整に関する条例

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．生活基盤の充実したまちづくり
（１）調和のとれた土地利用の推進
（２）適正な土地利用の推進

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,571

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

７（９，４９２）
件（㎡）

目標

実績

-
実績

-
７（３３，２１３）

総務費

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

活動内容 農地法、建築基準法、消防法、景観法、都市計画法、その他関係法令との調整を行い適切な指導を行います。

-

地 方 債

平成

-

会　　計 一般会計
22

0.250
312

0.250

年度予算 備考
企画費

年度決算
総務管理費

1,823

1,531

0.000 0

116
116

1,511

312

目標

23平成

目標
実績

平成

申請書届出による

0.250

143
143

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

開発行為の指示
（目標値の設定なし）

指標名

0
1,647

0.000
1,714

臨時･嘱託工数･経費 0.000
臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

二次評価一次評価の説明
地域における適正な開発事業の
実施に関する調整を行います。
また、事業者本人の意識によっ
て、手続きや事業進捗の状況が
左右されます。

現在及び将来の市民への健康で快
適な環境確保に寄与します。また、
手続き等の前に建築等の行為が行
われる事例も見られます。このことに
より、規制がかからず、指導による調
整となってしまうことがあります。

適正かつ迅速に審査事務を行い
ます。

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

他部局との連携を行います。

効
率
性 ３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
3

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

3 4
効率性

Ｃ4
有効性必要性

3
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

今後も改善、見通しの視点をもってお願いします。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

農業振興地域整備計画、土地利用計画、阿波市環境基本条例等との整合性を図
ります。

総合評価
Ｃ

土地利用計画（都市計画・用途地域・建築主事の確認区域等）の策定時には、取
扱い要領（手引き）の見直しを行います。

拡大・充実 民間委託等

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 3 1

17 年 ～ 年

①
②
③

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．生活基盤の充実したまちづくり
（１）調和のとれた土地利用の推進
（１）土地利用計画の策定及び総合調整 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

国土利用計画法

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
市内における開発事業において、住宅地・農地・緑地などの保全誘導を図り、秩序ある土地利用と良好な住環境に努めます。

土地取引に対し、必要な規制、土地利用調査の措置を講ずるとともに、用途地域の設定や国土利用計画の見直しに関する基本的な方針を定めます。

土地開発情報の公開と、事業者の住民への説明責任を明確にし、土地利用の誘導を進めます。

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 土地利用計画の策定に向けた調整と、関係機関への指導等

今年度 国土利用計画の策定を行い、適正な土地利用を図るため、庁内関係課の連絡調整を行います。

対象（誰を、
何を）

国土利用計画法に定める届出が必要な土地取引や阿波市の全地域

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 適正な土地利用の推進事務
企画課

事務事業名 国土利用計画推進事務

期間設定なし

大森　章司
シート作成日 平成23年6月24日

シート作成者名主務課長名 吉田　一夫

平成

公的関与

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
766

0.000
522

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

設定できない

指標名

用途別や地域別に、土地の
有効利用を図る。

0.083
0

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

目標

23平成

目標
実績

平成

5,740

766

0.000 0

0
1,813

3,927

年度予算 備考
企画費

年度決算
総務管理費

0.300
3,927

0.125

22

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

活動内容
国土利用計画・市町村計画の策定を行います。

土地開発情報の公開と、事業者の住民への説明責任を明確にし、土地利用の誘導を進めます。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

総務費

目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

522



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

一次評価

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

市民生活、産業活動とが調和し
た良好な地域環境の形成を図
り、将来像を実現するため必要
です。

目標とする、条例・規制等の制定
に対し、事例・奨励の設定が明
確に示せない現状があります。

二次評価一次評価の説明
合併後、計画が策定されていな
いため、本計画の策定が必要で
す。
また、土地の有効利用に関して
は、事業者本人の意識によって、
その効率や必要性も左右されま
す。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

総合評価
Ａ

国によるまちづくり関係補助制度においては、都市計画・用途地域の設定を要件
としているメニューが多く、これら国の補助制度を利用するには、都市計画・用途
地域を含めた土地利用計画策定等の推進が必要です。

拡大・充実 民間委託等

積極的に推進してください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持拡大・充実 方法改善
縮小 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

新たな、土地利用計画策定に向けた推進。

統合/終期設定
方法改善
廃止/休止

Ａ4
有効性必要性

4
達成度

3
効率性評価点

3

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

3 3
効率性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

条例等による規制は行えます
が、事業者等の持つ財産権など
に対しては、法令の根拠がある
規制しか行えないので、強制的
な調整を行うことは困難であると
思われます。４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 4 4

17 年 ～ 年

①
②
③

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（４）協働のまちづくりの推進
（１）多様な分野における参画・協働の促進 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
Ｈ１９年度の「選定委員会」での審議により、阿波市市民憲章と市の花・木・鳥の名称が制定されました。このことにより、その内容・主旨を広報紙、ホームページ、ＣＡＴＶ等を通じ、市民に周知しています。

阿波市主要公共施設に対し、「市民憲章表示板」を作成・掲示しています。

適時に、各種イベント等の開催に合わせた苗木・種や記念品（サンプル）等の配布や周知活動を実施します。

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
５箇条からなる「阿波市民憲章」の精神が、市民一人ひとりの日々の生活に定着することにより、「私たちのまち・阿波市」をより美しく豊
かなものとし、魅力あふれるまちであり続けるよう、後世に引き継いで行きます。

今年度
Ｈ１９年度の「選定委員会」での審議により、阿波市市民憲章と市の花・木・鳥の名称が制定されました。このことにより、その内容・主旨
を広報紙、ホームページ、ＣＡＴＶ等を通じ、市民に周知しています。

対象（誰を、
何を）

市民

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 市民憲章及び市の花・木・鳥普及推進事業

企画課
事務事業名 市民憲章及び市の花・木・鳥普及推進事業

期間設定なし

矢田正和
シート作成日 平成23年6月28日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

公共施設（Ａ１・Ａ３サイズ）

0
766

0.000
1,993

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

広告入り花の種の配布
（目標値の設定なし）

市民憲章表示板掲示

種・苗木の配布

指標名

広報（各イベント等）同時配
布

0.125

1,208
1,208

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

30、（A3）目標

23平成

目標
実績 ｹﾔｷ500・ｺｽﾓｽ3,000

平成

個

756

766

0.000 0

0
756

-ｹﾔｷ500・ｺｽﾓｽ3,000
-

年度予算 備考
企画費

-

年度決算
総務管理費

0.125
0

0.125

合併５周年行事に合わせた
ｹﾔｷ苗木・ｺｽﾓｽ種袋配布

本・個

49、（A3）

22

地 方 債

平成

-

-

会　　計 一般会計

活動内容 適時に、各種イベント等の開催に合わせた苗木・種や記念品（サンプル）等の配布や周知活動を実施します。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

総務費

-
個

目標

実績 30、（A3）
30、（A3）

-
実績

-
-

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

785



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

一次評価

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

魅力ある美しいまちづくりに寄与
することが期待できます。

予定していた推進事業は実施で
きています。

二次評価一次評価の説明
市民生活に定着することにより、
魅力あるまちづくりができます。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

総合評価
Ａ

推進の手法について、考慮する必要性があります。（例：市内各所の案内看板・標
語・啓発看板改修時にシンボル・モチーフを追加する。公園等へのモニュメント（表
示入り石柱等）の設置など）

拡大・充実 民間委託等

出来るだけ経費のかからない方法で考えてみてください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持拡大・充実 方法改善
縮小 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

全ての課において、推進できる場面を常に考えます。

統合/終期設定
方法改善
廃止/休止

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

3
効率性評価点

3

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

3 3
効率性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

別の効率的な推進方法を考慮す
る必要があります。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 5 1

19 年 ～ 年

①
②
③

期間設定なし

枝澤　正彦
シート作成日 平成23年6月24日

シート作成者名主務課長名 吉田　一夫

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 男女共同参画推進事業
企画課

事務事業名 男女共同参画推進事業

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
広報・啓発活動や学校教育、生涯学習など様々な場を通じ、男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直しや意識改革を推進
し、男女共同参画社会の実現を図ることを目的とします。

今年度 広報誌への掲載などの啓発活動を実施し、男女共同参画社会への意識改革を推進します。

対象（誰を、
何を）

市民、行政、企業、市民団体

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
男女共同参画社会への意識改革の推進を行います。

男女共同参画社会基本法

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（２）男女共同参画社会の形成
（２）男女共同参画社会への意識改革の推進

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

0

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

将来、アンケート等により測定予定
％

目標

実績 将来、アンケート等により測定予定

100

100
実績

100
将来、アンケート等により測定予定

総務費

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

活動内容

100

地 方 債

平成

100

100

会　　計 一般会計

〃 ％

将来、アンケート等により測定予定

100

22

0.200
177

0.100

100100
将来、アンケート等により測定予定

年度予算 備考
企画費

100100

年度決算
総務管理費

1,386

613

0.000 0

0
1,209

177

100目標

23平成

目標
実績 将来、アンケート等により測定予定

平成

％

阿波市男女共同参画基本計画
数値目標より（平成21年度～）

0.000
0

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

「男女共同参画社会」という
用語の周知度

「男女雇用機会均等法」とい
う用語の周知度

「ＤＶ防止法」という用語の周
知度

指標名

0
613

0.000
0

臨時･嘱託工数･経費 0.000
臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

〃



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

二次評価一次評価の説明
男女共同参画社会の形成の促
進を図るために必要な事業で
す。

男女共同参画意識の高揚を図る
ためには有効な事業です。

啓発事業を増やし意識の高揚を
図らなければならないと思われ
ますが、現時点での人員では概
ね達成していると思います。

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

今後男女共同参画の形成の促
進を図っていくには、男女共同参
画担当職員を配置するなどの人
員確保が必要と思われます。

効
率
性 ３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 3
効率性

Ａ4
有効性必要性

4
達成度

3
効率性

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

人権事業を実施している担当課を統合し、総合的に事業を実施する方が効果的と
思われます。

統合/終期設定
方法改善
廃止/休止

具体的に整備案を検討してください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持拡大・充実 方法改善
縮小 統合/終期設定

総合評価
Ａ

男女が共に社会参画するための環境、条件等の整備が必要と思われます。

拡大・充実 民間委託等

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 6 8

20 年 ～ 年

①
②
③

期間設定なし

大森　章司
シート作成日 平成23年6月24日

シート作成者名主務課長名 吉田　一夫

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 定住化促進事務
企画課

事務事業名 定住化促進事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
後継者やＵ・Ｉターン者等の新規定住希望者に対する空き家の斡旋や、宅地の取得や住宅建設の支援など、定住促進のための効果的
な支援施策を検討し、その推進を図ります。

今年度

対象（誰を、
何を）

阿波市に定住を希望する人

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
阿波市空き家情報及び利用者の登録

空き家等情報のホームページ等による情報発信

阿波市空き家情報登録制度要綱

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．生活基盤の充実したまちづくり
（２）住宅施策の推進
（３）定住促進施策の検討・推進

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,043

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

3
件数

目標

実績 3
5

5
実績

5
0

総務費

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

活動内容

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

6

22

0.100
0

0.166

年度予算 備考

企画費

年度決算
総務管理費

604

1,017

0.000 0

0
604

5目標

23平成

目標
実績

平成

件数

有効利用の度合いを図る

0.166
0

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

空き家情報の登録

利用希望者の登録

指標名

0
1,017

0.000
1,043

臨時･嘱託工数･経費 0.000
臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

定住促進による地域活性化



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

二次評価一次評価の説明
全国的に田舎暮らしのニーズが
高まっております。市としても定
住促進のため、空き家等の情報
提供することは必要です。

現状の空き家情報制度では、空
き家提供者が少なく、交渉成立も
少ないことから定住促進への貢
献度は低いと考えます。

問い合わせはありますが、空き
家登録が無いため情報提供でき
ず、直接定住促進につながって
いるとはいえません。

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

現在の空き家情報制度は必ずし
も市が行わなければならない事
業ではありません。他市町村で
はＮＰＯが行っているまちもあり、
不動産業界と連携すればよい部
分でもあります。

効
率
性 ３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
3

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

3 3
効率性

Ｃ3
有効性必要性

3
達成度

3
効率性

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

空き家情報提供者の確保に努め、空き家情報制度を充実させることで、定住促進
に結びつけていきます。

統合/終期設定
方法改善
廃止/休止

今後も人口減少が予測されるので、定住化促進事務の充実を図れるよう工夫して
ください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持拡大・充実 方法改善
縮小 統合/終期設定

総合評価
Ｃ

空き家情報提供者が少ないことと、借りる側と貸す側との条件に隔たりがあり、交
渉が成立していません。空き家情報制度を続けるにあたっては、空き家情報提供
者を確保するための工夫が必要です。

拡大・充実 民間委託等

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 7 9

17 年 ～ 年

①
②
③

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（３）コミュニティ活動の促進
（３）コミュニティ活動の活性化支援 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

阿波市自治会育成振興費交付要綱

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
地域の活性化並びに良好な地域社会の維持及び形成に関する事業を実施する自治会に対して振興費を交付します。

環境の整備に関する事業を実施する自治会に対して振興費を交付します。

社会教育に関する事業を実施する自治会に対して振興費を交付します。

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 自治会内のあらゆる行事及び活動を促進し、さらには自治会員相互のコミュニケーションを図ることを目的としています。

今年度 自治会育成振興費を交付することにより、自治会の自主的活動を促進します。

対象（誰を、
何を）

市内各自治会

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 自治会関係事務
企画課

事務事業名 自治会育成振興費交付事務

期間設定なし

枝澤　正彦
シート作成日 平成23年6月24日

シート作成者名主務課長名 吉田　一夫

平成

公的関与

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
47,613

0.000
48,268

臨時･嘱託工数･経費 0.000
全体事業費（Ａ＋Ｂ）

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

交付事務のため、指標を設
定できません。

0.417

45,648
45,648

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

その他特定財源

目標

23平成

目標
実績

平成

48,421

2,554

0.000 0

45,059
45,059

2,521

45,900

年度予算 備考
企画費

年度決算
総務管理費

0.417
45,900

0.417

22

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

活動内容
交通、防犯及び防災に関する事業を実施する自治会に対して振興費を交付します。

福祉及び保健衛生に関する事業を実施する自治会に対して振興費を交付します。

社会教育に関する事業を実施する自治会に対して振興費を交付します。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

総務費

377
自治会

目標

実績

実績 382

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

2,620



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

一次評価

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

財政基盤の弱い自治会の行事
や活動を促進するために有効な
事業と思われます。

自治会活動等を促進するという
目標に対し、当事業が寄与して
いる部分が多分にあり、現在、概
ね目標を達成していると思われ
ます。

二次評価一次評価の説明
市民が参画した協働のまちづくり
を進めていくためには自治会の
協力が必要不可欠であり、活動
を促進するためには必要と思わ
れます。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

育成振興費を交付しても、各自治会単独での活動が困難になってきているため、
新たな地域コミュニティの形成を検討・協議する必要があると思われます。

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

改革案
と実行
計画

総合評価
Ｃ

自治会内の行事及び活動を促進し、さらには自治会員相互のコミュニケーションを図ること
を目的しているが、活動を縮小し施設維持費・募金等のみに振興費を利用している自治会
が多くなってきています。地域コミュニティの希薄化が進んでいる中、今後、協働のまちづく
りを進めていくためには、新たなコミュニティの形成の検討も含め、振興費の活用方法につ
いて検討・協議を行わなければならないと思われます。

拡大・充実 民間委託等
縮小

検討してください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ4
有効性必要性

3
達成度

3
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

3 3
効率性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

ます。

自治会活動を促進するため、新
たなしくみの検討を含め協議を
行う余地はあると思われます。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 8 8

年 ～ 年

①
②
③

期間設定なし

枝澤　正彦
シート作成日 平成23年6月24日

シート作成者名主務課長名 吉田　一夫

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 自治会関係事務
企画課

事務事業名 自治会長会開催事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 市政の現状報告と各自治会長の声を聞き、今後の行政施策に反映させることを目的としています。

今年度 市政の現状報告と各自治会長の声を聞き、今後の行政施策に反映させることを目的としています。

対象（誰を、
何を）

市内各自治会長

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
事業概要の説明等、市政の現状を報告します。

各自治会長から地域の問題点等を伺うとともに、それに対しての市からの回答及び報告を行います。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（４）協働のまちづくりの推進
（１）多様な分野における参画・協働の促進

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

0

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

196
人

目標

実績

387
実績

387
開催していません

総務費

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

活動内容

385

地 方 債

平成

385

会　　計 一般会計
22

0.150
755

0.150

年度予算 備考
企画費

年度決算
総務管理費

1,662

919

0.000 0

319
319

907

755

目標

23平成

目標
実績

平成

多くの自治会長の声を聞き、今後
の行政施策に反映させることを目
的としているためです。

0.000
0

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

自治会長会参加者数

指標名

0
1,238

0.000
0

臨時･嘱託工数･経費 0.000
臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

二次評価一次評価の説明
市政の現状報告を行い、それに対し
て自治会長からの意見・提言等を伺
うことは、市民の声を市政に反映して
いくうえで誠に重要でありますので、
今後も事業を実施することが必要で
す。

協働のまちづくりを推進してくための
パ－トナ－である自治会の代表者か
ら意見等を伺うことは、市民の声を
市政に反映した行政施策を実現する
ために有効な事業だと思われます。

自治会長を通じて、地域住民の意見
等を伺い、今後の行政施策に反映さ
せていくという目標について、現在、
概ね達成されていると思われます。

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

会の出席者に対しての記念品のコス
ト削減を図れる余地があると思われ
ます。効

率
性 ３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 2
効率性

Ａ3
有効性必要性

3
達成度

3
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

今年度実施した内容について、検証してみてください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

出席日を選択できるなど、多くの自治会長が参加できるような方法を検討していく
ことが必要だと思われます。

総合評価
Ｂ

自治会長からの様々な意見等を一人でも多くの方からお伺いできるよう、今後、検
討していくことが必要だと思われます。

拡大・充実 民間委託等

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 9 9

年 ～ 年

①
②
③

期間設定なし

枝澤　正彦
シート作成日 平成23年6月27日

シート作成者名主務課長名 吉田　一夫

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 まちづくり団体補助金関係事務

企画課
事務事業名 まちづくり団体補助金関係事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
まちづくり団体が行政の補助に頼らずとも自身の経費で活動を図れるよう自立し、行政と協働のうえ、独創的・個性的なまちづくりの推
進活動を行えることを目的としています。

今年度
阿波市のまちづくりの基本理念である「あすに向かって“人の花咲くやすらぎ空間”阿波市」を市民と行政が一体となり、独創的・個性的
なまちづくりの推進を図ることができるまちづくり団体を育成することを目的としています。

対象（誰を、
何を）

地域に貢献するための研修又は地域活動を企画、実行するまちづくり団体

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
地域活性化のために行う活動事業を実施するまちづくり団体に対して補助を行います。

自然環境向上に関する活動事業を実施するまちづくり団体に対して補助を行います。

子どもの健全育成に繋がる活動事業を実施するまちづくり団体に対して補助を行います。

阿波市まちづくり団体補助金交付要綱

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（４）協働のまちづくりの推進
（５）市民団体、ボランティア等の育成

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,571

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

30
団体

目標

実績

実績 27

総務費

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

活動内容
健康づくりの推進に関する活動事業を実施するまちづくり団体に対して補助を行います。

地域福祉の推進に関する活動事業を実施するまちづくり団体に対して補助を行います。

子どもの健全育成に繋がる活動事業を実施するまちづくり団体に対して補助を行います。

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

22

0.250
1,600

0.250

年度予算 備考

企画費

年度決算
総務管理費

3,111

1,531

0.000 0

1,485
1,485

1,511

1,600

目標

23平成

目標
実績

平成

団体からの自主申請であるた
め、指標を設定できません。

0.250

1,300
1,300

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0
3,016

0.000
2,871

臨時･嘱託工数･経費 0.000
臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

二次評価一次評価の説明
まちづくり団体を育成する観点か
ら、当分の間は事業を実施する
ことが必要です。

財政基盤の弱いまちづくり団体
の育成に対し有効な事業です。

まちづくり団体の育成に当事業が寄
与している部分が多分にあるが、最
終的に団体の自立を図るという観点
からは、自己財源のみで活動できる
団体は少なく自立できていないのが
現状と思われます。

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

補助金交付決定審査方法等に
ついて、要綱の見直しも含め検
討の余地はあると思われます。

現状と思われます。

効
率
性 ３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

2
有効性

4 2
効率性

Ａ3
有効性必要性

3
達成度

3
効率性

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

団体自身の経費で活動を行うことができる団体については補助事業の対象外とし、また、
自立が図られてきていると認められる団体については、補助金額について上限を低くする
等の施策を実施することが今後必要だと思われます。

統合/終期設定
方法改善
廃止/休止

自立した町づくりが出来るようお願いします。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持拡大・充実 方法改善
縮小 統合/終期設定

総合評価
Ｂ

補助に頼らずとも自身の経費で活動を図れるよう自立し、行政と協働のうえ、独創
的・個性的なまちづくりの推進活動を行えることを目的としているが、依存している
のが現状と思われます。

拡大・充実 民間委託等

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 10 9

年 ～ 年

①
②
③

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（３）コミュニティ活動の促進
（３）コミュニティ活動の活性化支援 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

コミュニティ助成事業実施要綱

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
市の窓口として、事業の周知、取りまとめ等を行います。

財団法人自治総合センタ－の助成金を財源とし、市補助金として同額をコミュニティ組織に助成を行います。

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
財団法人自治総合センタ－からの助成金で、備品購入やコミュニティセンタ－建設等を行うことにより、コミュニティ組織による地域のお
祭りやイベント、文化・学習活動等の各種コミュニティ活動が活発化することを目的としています。

今年度

対象（誰を、
何を）

自治会等の地域的な共同活動を行っている団体又はその連合体で構成されたコミュニティ組織

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 コミュニティ助成事業（宝くじ）事務

企画課
事務事業名 コミュニティ助成事業（宝くじ）事務

期間設定なし

枝澤　正彦
シート作成日 平成23年6月27日

シート作成者名主務課長名 吉田　一夫

平成

公的関与

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
2,990

0.000
7,203

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

コミュニティ組織からの自主申請で
あるため、指標を設定できません。

0.080

6,700
6,700

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

目標

23平成

目標
実績

平成

181

490

0.000 0

2,500
2,500

181

年度予算 備考

企画費

年度決算
総務管理費

0.030
0

0.080

22

地 方 債

平成

0

会　　計 一般会計

活動内容

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

総務費

1
団体

目標

実績

実績 3

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

503



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

一次評価

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

コミュニティ活動の促進を図るに
あたり有効な事業です。

コミュニティ組織が助成を受けること
により、コミュニティ活動の活発化に
寄与し、地域の連帯感に基づく自治
意識を盛り上げる効果を目指すとい
う目標から鑑みると、概ね目標を達
成していると思われます。

二次評価一次評価の説明
市の財政状況が厳しい中、助成
率が原則１０割である当事業は
コミュニティの活性化を図るうえ
で、政策的、財政的にも非常に
有利な事業であり、今後も積極
的に活用するべきです。４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを

　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

コミュニティ組織に対して、今一層の事業の周知等を図り、多くの組織からの申請
を促すことにより、市内コミュニティ活動の活性化の一端になるよう実施していくこ
とが今後必要だと思われます。

総合評価
Ａ

現在、当事業がコミュニティ組織に十分周知されていないように思われます。

拡大・充実 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

事業の周知に努め、公平な執行をお願いします。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

3
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 3
効率性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

成していると思われます。

募集期間が短期間であるため、
周知方法の検討が必要と思われ
ます。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 11 4

17 年 ～ 年

①
②
③

期間設定なし

矢田正和
シート作成日 平成23年6月28日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 地域公共施設管理事務
企画課

事務事業名 勝命コミュニティ公園の管理事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 勝命コミュニティ公園における、市民福祉の増進に寄与することを目的としています。

今年度

対象（誰を、
何を）

勝命コミュニティ公園

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
公園管理

シルバー人材センターへ草刈り依頼

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

３．美しい環境のまちづくり
（５）公園・緑地の整備
（１）身近な公園の整備

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

13

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

-
実績

-

総務費

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

活動内容

-

地 方 債

平成

-

会　　計 一般会計
22

0.002
56

0.002

年度予算 備考

企画費

年度決算
総務管理費

68

12

0.000 0

28
28

12

56

目標

23平成

目標
実績

平成

公園維持のため数値目標を
設定できません。

0.002

39
39

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0
40

0.000
52

臨時･嘱託工数･経費 0.000
臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

二次評価一次評価の説明
地元の要望により設置した公園
であり、地域の憩いの場として必
要です。

毎年、草刈りなどの維持経費が
必要です。

利用者数が少ないようです。

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

維持経費に対し、利用者数が少
なく効率が悪いと思われます。

効
率
性 ３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
2

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

1
達成度

2
有効性

1 4
効率性

Ｃ4
有効性必要性

3
達成度

3
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

地元と協議し、検討してください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

今後、老朽化した遊具等の撤去及び施設の地元管理に向けて検討を進めます。

総合評価
Ｃ

今後、勝命コミュニティ公園をどうするか考える必要があります。

拡大・充実 民間委託等

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 12 9

年 ～ 年

①
②
③

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（３）コミュニティ活動の促進
（２）コミュニティ施設の整備 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

阿波市地域集会施設整備事業補助金交付要綱

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
集会所の新築、増築又は改築事業を行う自治会に対して補助を行います。

集会所の修繕を行う自治会に対して補助を行います。

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 地域における集会施設（集会所）の整備を促進し、市民福祉の増進に寄与することを目的としています。

今年度

対象（誰を、
何を）

自治会又はその連合体が所有する集会施設（集会所）

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 地域集会施設整備事業補助金交付事務

企画課
事務事業名 地域集会施設整備事業補助金交付事務

期間設定なし

枝澤　正彦
シート作成日 平成23年6月27日

シート作成者名主務課長名 吉田　一夫

平成

公的関与

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
541

0.000
551

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

自治会等からの自主申請のた
め、指標を設定できません。

0.040

300
300

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

目標

23平成

目標
実績

平成

1,284

245

0.000 0

296
296

484

800

年度予算 備考

企画費

年度決算
総務管理費

0.080
800

0.040

22

地 方 債

平成

2

会　　計 一般会計

活動内容

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

総務費

1
団体

目標

実績

実績 1

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

251



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

一次評価

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

自治会活動の拠点である集会所の
整備に対し、金銭的な面からのフォ
ロ－として有効な事業です。

地域における集会施設（集会所）の
整備を行うことにより、自治会活動の
活性化等に寄与している部分が多分
にあるため、概ね目標を達成してい
ると思われます。

二次評価一次評価の説明
当市の集会所は老朽化している施
設が多いため、当分の間は事業を実
施することが必要です。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

当事業について、広報誌等により周知を図ります。その際、予算不足の問題につ
いて検討しておく必要がある思われます。

総合評価
Ａ

当市の集会所は老朽化している施設が多いので、申請が多数あった場合の予算
不足等の問題を検討しておくことが、今後必要だと思います。

拡大・充実 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

的確な予算計上に努めてください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ4
有効性必要性

4
達成度

4
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 3
効率性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

当事業について、一層の周知が必要
だと思います。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 13 8

年 ～ 年

①
②
③

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進
（３）効率的で持続可能な財政運営の推進 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

地方税法

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
「ふるさと阿波市」に貢献したい、「ふるさと阿波市」を応援したいという個人又は法人から寄附を募り、阿波市の施策に活用します。

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
阿波市のまちづくりに賛同する個人又は法人から広く寄附を募り、当該寄附金を財源として、あすに向かって人の花咲くやすらぎ空間・
阿波市の創造を目指し、個性豊かな魅力あるふるさとづくりに資することを目的としています。

今年度

対象（誰を、
何を）

阿波市のまちづくりに賛同する個人又は法人

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 ふるさと納税事務
企画課

事務事業名 ふるさと納税事務

期間設定なし

大森　章司
シート作成日 平成23年6月27日

シート作成者名主務課長名 吉田　一夫

平成

公的関与

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
1,225

0.000
5,027

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

寄附者からの御厚意であるた
め、指標を設定できません。

0.800
0

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

目標

23平成

目標
実績

平成

1,209

1,225

0.000 0

0
1,209

年度予算 備考
企画費

年度決算
総務管理費

0.200
0

0.200

22

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

活動内容

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

総務費

1,810,000
目標

実績

↑
実績 1,495,000

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

5,027



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

一次評価

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

自主財源の積極的な確保が求
められている中で、総合計画に
掲げる「あすに向かって人の花
咲くやすらぎ空間・阿波市」の実
現を図るために有効な事業で
す。

阿波市を応援したいという人から
寄附金を募るという趣旨に対し、
現状は制度の周知不足等がある
と思われますので、目標に対して
あまり成果が上がっていまいと思

二次評価一次評価の説明
阿波市を広くＰＲすることで、阿波市
の知名度を上げるとともに、阿波市
の発展を願う方から、阿波市の各種
事業の実施に要する経費に充てるた
めとして、ふるさと納税（寄附）をいた
だくことができ、当該事業を推進する
ことができます。４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを

　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

総合評価
Ｂ

一度、阿波市に対してふるさと納税（寄附）をしていただいた方に、次年度以降も
引き続き阿波市に対してふるさと納税（寄附）をしていただけるような取組、また、
新たにより多くの方に、阿波市に対しふるさと納税（寄附）をしていただけるような
取組の実施が今後の課題です。

拡大・充実 民間委託等

より積極的な推進をしてください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持拡大・充実 方法改善
縮小 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

徳島県人会や市にゆかりのある著名人への働きかけの際、リーフレットの配布及
び制度説明等を行い、趣旨に賛同していただける方を一人でも多く増やすべく「ふ
るさと阿波市」のＰＲを積極的に行っていかなければならないと思われます。

統合/終期設定
方法改善
廃止/休止

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

3
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

2
有効性

4 2
効率性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

あまり成果が上がっていまいと思
われます。

寄附申込書の電子申請での受
付及び寄附金のクレジットカード
による納付等を検討し、寄附する
者が寄附しやすい制度の構築を
図っていくことが、今後必要だと
思われます。４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 14 2

年 ～ 年

①
②
③

期間設定なし

佐川　和枝
シート作成日 平成23年6月15日

シート作成者名主務課長名 吉田　一夫

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 広報・広聴事務
企画課

事務事業名 広報の編集及び発行事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 市からの情報を市民へ正確、適切に提供し、市民が市政に理解と関心をもてるように努めます。

今年度 情報の正確な掲載により、市民が行政サービスを平等に受益でき、市民の声が反映される広報紙を作成します。

対象（誰を、
何を）

市民・事業所・近隣市町村

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
市民の活動などを、取材により収集。

庁内各課の掲載希望記事の早期把握、見やすく分かりやすい紙面への掲載。

市から伝えるべき行政情報を正確に市民に提供。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（４）協働のまちづくりの推進
（２）広報・広聴活動の充実

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

8,797

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

13,780
部

目標

実績 12
12

13,780
実績

13,780
13,780

総務費

年度 最終目標年度計算式または指標設定理由 年度 平成平成単位

活動内容
市民が参加するコーナーやクイズの応募を利用し、市民からの意見を知り、広報紙作成に反映、担当課への連絡。

有料広告の掲載。

市から伝えるべき行政情報を正確に市民に提供。

地 方 債

平成

13,780

12

会　　計 一般会計

12

22

1.100
11,108

1.100

年度予算 備考

企画費

年度決算
総務管理費

17,757

6,738

360

0.000 0

10,294
10,905

611

6,649

10,748

12目標

23平成

目標
実績

平成

回

全世帯配布

1.400

764
9,881

10,645

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

配布部数

発行回数

指標名

0
17,643

0.000
19,442

臨時･嘱託工数･経費 0.000
臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

原則として毎月１日発行



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

二次評価一次評価の説明
全戸配布されている情報媒体は
「広報阿波」のみであり、市から
のさまざまな連絡のためにも必
要です。

広報紙は高齢者も手にとりやす
く、身近な情報源となっていま
す。ホームページ、ケーブルテレ
ビとも連携して、市民へ情報発信
をしていきます。

市民への情報提供という目的は
おおむね達成しています。

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

広報阿波の製作担当は１人なの
で、数人のチームで広報紙を作
成している近隣市町村と比べて
も低コストで仕上がっています。

効
率
性 ３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 4
効率性

Ａ4
有効性必要性

4
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

今後とも積極的な姿勢で続けてください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

リニューアルしたホームページと情報などを共有し、共に市民にとって身近な媒体
となるよう努めます。

総合評価
Ａ

広報阿波の半分近くのスペースを占める「市からのお知らせ」記事は、市民にとっ
て大切な情報であるが、読み物として面白いものではありません。ひとりでも多く
の方が手に取り、読んでいただける広報紙作成のために、子どもたちの記事や、
地域の身近な楽しい情報、フォトニュースなどを充実していきます。

拡大・充実 民間委託等

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 15 9

23 年 ～ 年

①
②
③

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（４）協働のまちづくりの推進
（２）広報・広聴活動の充実 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
市から伝えるべき行政情報の周知を迅速に行います。

市民が必要としている情報の周知を迅速に行います。

見やすく、わかりやすいページの編集を行います。

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 市からの情報提供及び行政サービスを迅速に受益できることにより、市政への理解と関心を深めていきます。

今年度
行政情報を定期的、即時的に提供していくとともに電子申請などの電子サービスを活用していきます。また、特に防災情報発信につい
て担当課と協議し、充実を図りたいと考えます。

対象（誰を、
何を）

インターネット利用者

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 広報・広聴事務
企画課

事務事業名 阿波市ホームページ更新事務

期間設定なし

野崎順子
シート作成日 平成23年6月1日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

5,3271,885

臨時･嘱託工数･経費 0.000

年間実質訪問者数÷年間目標
訪問者数100,000件×100（％）

0.300
0

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

訪問者数（カウンター数）

指標名

目標

目標
実績

国 庫 支 出 金

予算費目
年度決算21 23平成 年度決算

総務管理費

3,627

4,901

0.000 0

426
426

0.000 0

年度予算 備考

企画費

平成

0.600
0

0.800 3,627

22年度はＨＰリニューアルのため、
新システム導入委託料

22

地 方 債

平成

100%

会　　計 一般会計

活動内容 見やすく、わかりやすいページの編集を行います。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

総務費

100%
％

目標

実績

100%
実績

100%
100%

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,885



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

一次評価

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

行政情報の周知媒体として、広
報やケーブルテレビのほか、イン
ターネットの特性を活かし、即座
に情報提供を行っています。

市民生活に必要な市からの情報
を適切に提供できています。

二次評価一次評価の説明
市民生活に必要な行政情報を提
供し、広く周知するために必要な
事業です。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

より見やすく親しみやすいホームページを公開し、また、掲載内容のさらなる充実
を図ります。防災情報面での充実も図りたいと考えます。

拡大・充実 民間委託等

総合評価
Ａ

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

常に改善する気持ちで推進してください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 現状維持

22年度はホームページリニューアル作業を実施し、ウエブアクセシビリティに配慮したものを
公開できるようになりました。（音声読み上げ機能や振り仮名機能など）それとともに、自治
体クラウド事業で開発したシステム事業へ移行することにより２３年度以降についての経費
削減が実現できます。

Ａ4
有効性必要性

4
達成度

4
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 3
効率性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

ホームページの予算は総務課の
予算に含まれています。22年度
は更新システム導入業務委託料
のみの決算額でした。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 16 1

年 ～ 年

①
②
③

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

該当なし

２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
調査員、指導員を推薦します。

調査員、指導員へ事務説明会を実施します。

調査を実施します。

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 調査員の質の向上に努め、調査対象者に調査に対する理解、必要性の浸透を図り、適正な統計調査を実施します。

今年度 調査員の質の向上に努め、調査対象者に調査に対する理解、必要性の浸透を図り、適正な統計調査を実施します。

対象（誰を、
何を）

統計の種類に応じて市内事業所や世帯等

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 基幹統計等調査事務
企画課

事務事業名 基幹統計等調査事務

期間設定なし

野崎順子
シート作成日 平成23年6月1日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

各統計調査実施の計画性
の確保

0

0
26,009

0.000
19,738

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

活動指標

成果指標

指標名

基幹統計等数

1.600

10
9,685

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

100目標

23

14,977

平成

目標
実績

平成

率

6,316

11,026

0.000 0

6
14,983

4,836

24

年度予算 備考

企画費

年度決算
総務管理費

0.800

1,456

1,480
1.800

100

22

地 方 債

平成

3

100

会　　計 一般会計

0

活動内容
県へ調査票等を提出します。

調査を実施します。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

総務費

5
回

目標

実績 100
100

5
実績

6
6

Ｄ
Ｏ

0

0
9,675

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

10,053



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

一次評価

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

社会情報の動向を判断する資料
として重要であり、その結果は各
施策に活用されています。

基幹統計調査は、国委託調査で
あるため、調査自体の達成度は
100％」であります。

二次評価一次評価の説明
22年度は基幹統計のなかでも最
も重要なデータベースとなる国勢
調査を実施したが、調査実施に
あたり調査員確保が困難になっ
ています。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

国勢調査では、調査員地図印刷を民間に委託しました。それにより、調査員事務
軽減とともに調査区域の相違がなく正確な調査を遂行できました。国勢調査終了
後、阿波市発足後の調査員台帳履歴については、整備しました。

総合評価
Ａ

調査全体の民間委託等については、国が方針を確立するものですが、本市にお
いては、調査員委嘱事務について、民間会社への委託について、近隣市町の動
向も視野に入れながら取り組むべきだと考えます。

拡大・充実 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

今後、改善策を検討してください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

4
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

4
有効性

4 3
効率性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

基幹統計調査は、地方自治体の
単独事業ではなく、事業費は全
額国負担です。国の行革のなか
で、事業費削減や調査区出力等
の民間委託が実施されつつある
と考えられます。４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 17 2

年 ～ 年

①
②
③

（１）身近な公園の整備

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

３．美しい環境のまちづくり
（５）公園・緑地の整備

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

阿波市財務規則２ 非該当

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
公園遊具点検

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 行政財産の有効利用を図ります。

今年度 行政財産の有効利用を図ります。

対象（誰を、
何を）

市民

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 行政財産管理事務
企画課

事務事業名 行政財産管理事務

期間設定なし

福家晴生
シート作成日 平成23年4月27日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
1,834

0.000
1,922

臨時･嘱託工数･経費

指標名

0.000

0.204

640
640

国 庫 支 出 金

目標

予算費目
年度決算21

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

公園遊具点検箇所数

23平成

目標
実績

平成

1,863

1,250

0.000 0

584
584

1,233

630

年度予算 備考

財産管理費

年度決算
総務管理費

0.204
630

0.204

22

地 方 債

平成

30

会　　計 一般会計

活動内容

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

総務費

30
目標

実績

実績 30

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,282



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

一次評価

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

市民が安全に使用できるよう危
険性があるものは早急に把握し
修繕しています。

市所有の遊具については、全て
点検しています。

二次評価一次評価の説明
公園遊具による事故が相次ぎ、
遊具の安全性が問われているの
で必要です。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

4

安全を第一に継続してください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

方法改善
縮小 統合/終期設定

現状維持

総合評価
Ａ

阿波市の公園等に設置している遊具について、年1回の点検を実施しています。
その結果を各課の管理者に報告しています。

拡大・充実
統合/終期設定

方法改善
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
廃止/休止

遊具点検委託業務を一括して行い、修繕等は管理している各課で行っています。

民間委託等 民間委託等

有効性必要性
4

達成度
4

効率性

拡大・充実
Ａ

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 3
効率性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

年1回点検していますが、公園を
管理している主管課で日常点検
も必要です。平成22年度から指
名競争入札による契約としてい
ます。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 18 2

年 ～ 年

①
②
③

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進
（３）効率的で持続可能な財政運営の推進 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

阿波市財務規則

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
普通財産の処分実施

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 普通財産を処分し、財源を確保します。

今年度

対象（誰を、
何を）

市民

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 普通財産処分事務
企画課

事務事業名 普通財産処分事務

期間設定なし

福家晴生
シート作成日 平成23年6月27日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
1,397

0.000
1,527

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

処分件数

指標名

0.243

0
0

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

目標

23平成

目標
実績

平成

3,046

1,397

0.000 0

0
0

1,378

1,668

年度予算 備考

財産管理費

年度決算
総務管理費

0.228
1,668

0.228

22

地 方 債

平成

4

会　　計 一般会計

活動内容

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

総務費

0
件

目標

実績

実績 0

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,527



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

一次評価

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

処分可能な財産を公有財産管理
システムで把握します。

公有財産管理システムを活用
し、処分していきます。

二次評価一次評価の説明
未利用地等を処分する必要があ
ります。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

総合評価
Ａ

処分可能な財産を公有財産処分等検討委員会で検討します。

拡大・充実

公有財産処分等検討委員会で処分地を決定し、一般競争入札で売却します。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

財産の有効利用と処分を積極的に実施してください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ4
有効性必要性

4
達成度

2
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 3
効率性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

公有財産処分等検討委員会に
おいて処分地を検討します。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 19 2

年 ～ 年

①
②
③

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進
（３）効率的で持続可能な財政運営の推進 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

阿波市財務規則

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
普通財産の取得・貸付・占用許可の実施

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 普通財産の効率的な有効利用を図ります。

今年度

対象（誰を、
何を）

市民

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 普通財産管理事務
企画課

事務事業名 普通財産等貸付事務

期間設定なし

福家晴生
シート作成日 平成23年4月27日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
698

0.000
716

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

貸付件数

指標名

0.114

0
0

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

目標

23平成

目標
実績

平成

689

698

0.000 0

0
689

年度予算 備考

財産管理費

年度決算
総務管理費

0.114
0

0.114

22

地 方 債

平成

10

会　　計 一般会計

活動内容

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

総務費

9
件

目標

実績

実績 10

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

716



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

一次評価

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

貸付等の財産を公有財産管理シ
ステムで把握します。

公有財産管理システムを活用
し、貸付していきます。

二次評価一次評価の説明
未利用地等の貸付等の必要が
あります。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

総合評価
Ｂ

貸付等可能な財産を貸付けします。

拡大・充実

今後も継続していきます。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

積極的に推進してください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ4
有効性必要性

4
達成度

4
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

2
有効性

4 3
効率性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

貸付の実施手段等を公有財産
処分等検討委員会で検討しま
す。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 20 3

年 ～ 年

①
②
③

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進

２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

阿波市庁舎管理規則

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
保安警備業務

電気保安業務

浄化槽維持管理業務

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 庁舎の機能を十分に発揮させます。

今年度

対象（誰を、
何を）

庁舎設備

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
企画課

事務事業名 庁舎設備維持管理事務

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日 平成23年6月24日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
2,965

0.000
2,065

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

指標設定になじまないため
設定しない。

0.114

1,349
1,349

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

目標

23平成

目標
実績

平成

2,668

698

0.000 0

2,267
2,267

689

1,979

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

0.114
1,979

0.114

22

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

活動内容
空調設備保守業務

自動ドア保守業務

浄化槽維持管理業務

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

総務費

目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

716



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

一次評価

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

適切に管理されていないと、業務
が停滞する恐れがあります。

修繕等は最低限のものに抑え、
経費を節減しています。

二次評価一次評価の説明
業務遂行のため、庁舎管理が必
要です。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

今後も継続して維持管理を行います。

総合評価
Ａ

新庁舎の完成まで、費用対効果を考慮しつつ、維持管理に努めます。

拡大・充実 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

適切な維持管理をしてください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ4
有効性必要性

3
達成度

3
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 4
効率性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

可能な限り入札による契約とし、
長期継続契約も導入していま
す。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 21 3

年 ～ 年

①
②
③

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進

２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

阿波市財務規則、地方自治法

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
備品の購入

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 庁舎用備品の購入をします。

今年度

対象（誰を、
何を）

庁舎用備品

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
企画課

事務事業名 庁用物品購入事務

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日 平成23年6月24日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
2,100

0.000
24,183

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

指標設定になじまないため
設定しない。

0.135

23,335
23,335

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

目標

23平成

目標
実績

平成

3,106

827

0.000 0

1,273
1,273

816

2,290

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

0.135
2,290

0.135

22

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

活動内容

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

総務費

目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

848



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

一次評価

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

他の部署のものをまとめて購入
することで、経費節減につながり
ます。

行政の執行計画が基本となって
執行されます。

二次評価一次評価の説明
必要性のある備品のみを厳選し
て購入しています。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

必要なものだけを購入します。

総合評価
Ｂ

ほかにも適用できる物品がないかを検討します。

拡大・充実 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

今後も改善を心掛けてください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ2
有効性必要性

4
達成度

4
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 1
効率性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

多くのものは随意契約となります
が、高額なものは入札となりま
す。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 22 3

年 ～ 年

①
②
③

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日 平成23年6月24日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
企画課

事務事業名 庁舎防火管理事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 庁舎を火災から未然に防ぎます。

今年度

対象（誰を、
何を）

庁舎

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
消防設備保守点検業務

消防法

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

289

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

総務費

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

活動内容

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

22

0.046
84

0.046

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

362

282

0.000 0

84
84

278

84

目標

23平成

目標
実績

平成

指標設定になじまないため
設定しない。

0.046

79
79

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0
366

0.000
368

臨時･嘱託工数･経費 0.000
臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

二次評価一次評価の説明
庁舎を火災から未然に防ぐ必要
があります。

火災を防ぐことにより、市民の財
産を守ります。

消防法に基づき、消防設備等の
点検を実施しています。

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

長期継続契約を導入していま
す。

効
率
性 ３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 4
効率性

Ａ4
有効性必要性

4
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

今後も継続してお願いします。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

今後も継続します。

総合評価
Ａ

庁舎の消防設備の保守点検です。　新庁舎に移転するまでは、継続しなければな
りません。

拡大・充実 民間委託等

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 23 3

年 ～ 年

①
②
③

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進

２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

建築物における衛生的環境の確保に関する法律

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
庁舎清掃業務

庁舎衛生管理業務

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 庁舎を清潔にし、来庁舎や職員の衛生的環境を確保します。

今年度

対象（誰を、
何を）

庁舎

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
企画課

事務事業名 庁舎清掃事務

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日 平成23年6月24日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
4,095

0.000
4,088

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

指標設定になじまないため
設定しない。

0.150

3,145
3,145

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

目標

23平成

目標
実績

平成

4,083

919

0.000 0

3,176
3,176

907

3,176

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

0.150
3,176

0.150

22

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

活動内容

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

総務費

目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

943



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

一次評価

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

来庁舎や職員の衛生的環境を
確保します。

日常清掃のほか、定期清掃とし
て床や窓ガラスの清掃を行うな
ど、衛生的な環境を保つよう努め
ています。

二次評価一次評価の説明
庁舎内は、常に衛生的な環境を
保つ必要があります。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

今後も同様に委託します。

総合評価
Ａ

法で規定される建築物環境衛生管理技術者がいないため、委託しています。

拡大・充実 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

コスト削減を心掛けてください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

3
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 3
効率性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

長期継続契約を導入していま
す。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 24 3

年 ～ 年

①
②
③

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日 平成23年6月24日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
企画課

事務事業名 会議室管理事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

２ 非該当

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 グループウェアにより、会議室を効率的に貸し出します。

今年度

対象（誰を、
何を）

庁舎会議室

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
会議室の貸出し

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

716

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

目標

実績

実績

総務費

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

活動内容

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

22

0
0.114

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

0

0
6890.114

23平成

目標
実績

平成

正職員工数･経費

国 庫 支 出 金

予算費目
年度決算21

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

0.000

指標設定になじまないため
設定しない。

0.114
0

県 支 出 金

0
698

0.000
716

臨時･嘱託工数･経費

臨時･嘱託職種

平成指標名

目標

689

698

0.000



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

二次評価一次評価の説明
会議室使用時の予約に必要で
す。

職員であれば、グループウェアに
より空き状況の確認ができます。

会議室の数が少ないこと以外
は、目標を達成できています。

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効率性評価点

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

グループウェアの使用により、効
率的に進められます。

効
率
性

4
有効性

4 4
有効性必要性効率性 達成度

4
民間委託等 現状維持

総合評価
4 Ａ4

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
廃止/休止

Ａ

職員以外の使用について、使用料を検討する必要があります。

拡大・充実
統合/終期設定

方法改善
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

今後も継続します。

民間委託等拡大・充実

特になし

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

方法改善
縮小 統合/終期設定

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 25 3

年 ～ 年

①
②
③

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進

２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

阿波市有車両管理規則

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
公用車の貸出し

公用車の整備

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 効率的かつ安全に使用できるようにします。

今年度

対象（誰を、
何を）

公用車

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
企画課

事務事業名 公用車管理事務

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日 平成23年6月24日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

7,5426,764

臨時･嘱託工数･経費 0.000

指標設定になじまないため
設定しない。

0.114

6,048
6,048

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

目標

目標
実績

国 庫 支 出 金

予算費目
年度決算21 23平成 年度決算

総務管理費

9,085

698

0.000 0

6,844
6,844

0.000 0

年度予算 備考
財産管理費

平成

0.114
8,396

0.114 689

8,396

22

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

活動内容

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

総務費

目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

716



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

一次評価

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

職員であれば、グループウェアに
より空き状況の確認ができます。
また、定期的な整備により安全
性が確保されます。

時期により台数が不足する場合
があります。また、低年式車両で
は、故障が増えています。

二次評価一次評価の説明
安全・効率的な公用車の使用に
必要です。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

21年度に大規模な入替を実施しましたが、一部の車両は継続使用されているた
め、故障が多くなっています。

拡大・充実 民間委託等

総合評価
Ａ

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

清掃及びオイル交換等の適切な管理を検討してください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 現状維持

管財担当での公用車一元管理を継続します。

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

4
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 4
効率性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

効率的な運用により、経費を節
減します。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 26 3

年 ～ 年

①
②
③

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日 平成23年6月24日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
企画課

事務事業名 駐車場管理事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

２ 非該当

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 車での来庁舎及び職員すべてが駐車できるようにします。

今年度

対象（誰を、
何を）

市役所駐車場

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
土地賃貸借契約

駐車場管理

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,194

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

目標

実績

実績

総務費

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

活動内容

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

22

1,000
0.190

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

0

1,070
1,070

1,148

1,000

0.190

23平成

目標
実績

平成

正職員工数･経費

国 庫 支 出 金

予算費目
年度決算21

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

0.000

指標設定になじまないため
設定しない。

0.190

1,000
1,000

県 支 出 金

0
2,234

0.000
2,194

臨時･嘱託工数･経費

臨時･嘱託職種

平成指標名

目標

2,148

1,164

0.000



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

二次評価一次評価の説明
市役所周辺に公共交通機関がな
いため、来庁舎及び職員の駐車
場を確保する必要があります。

通勤方法は個人の選択によるも
のですが、最低限の台数分確保
は必要です。

日常の使用では、十分な台数分
が確保されています。

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効率性評価点

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

今後、新庁舎の建設に向けて賃
貸借契約の見直しを行うなど、コ
スト削減を図る余地があります。効

率
性

4
有効性

4 3
有効性必要性効率性 達成度

4
民間委託等 現状維持

総合評価
4 Ａ3

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
廃止/休止

Ａ

駐車場用地として一部借地がありますが、駐車台数の減少傾向が認められた場
合は、契約の見直しも検討します。

拡大・充実
統合/終期設定

方法改善
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

当面継続します。

民間委託等拡大・充実

契約の見直しも必要あると思います。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

方法改善
縮小 統合/終期設定

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 27 3

年 ～ 年

①
②
③

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日 平成23年6月24日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
企画課

事務事業名 庁舎電話維持管理事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

２ 非該当

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 機器の正常な運用

今年度

対象（誰を、
何を）

市庁舎ＩＰ電話システム

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
ＩＰ電話システム機器保守業務

機器の維持補修

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

716

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

目標

実績

実績

総務費

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

活動内容

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

22

530
0.114

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

0

554
554

689

530

0.114

23平成

目標
実績

平成

正職員工数･経費

国 庫 支 出 金

予算費目
年度決算21

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

0.000

指標設定になじまないため
設定しない。

0.114

530
530

県 支 出 金

0
1,252

0.000
1,246

臨時･嘱託工数･経費

臨時･嘱託職種

平成指標名

目標

1,219

698

0.000



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

二次評価一次評価の説明
庁内電話機のほとんどがＩＰ電話
機となっているため、現庁舎では
システムを維持していく必要があ
ります。

機構改革による部署の変更に
も。ＰＣと同様に対応できます。

システムが古くなっているため、
機器によっては維持補修が困難
になりつつあります。

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効率性評価点

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

電話機のシステムそのものを入
れ換えない限り、種々の変更は
できません。効

率
性

2
有効性

4 4
有効性必要性効率性 達成度

4
民間委託等 現状維持

総合評価
4 Ａ4

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
廃止/休止

Ａ

システムが古くなっていますが、新庁舎に移転するまでは、維持していく必要があ
ります。

拡大・充実
統合/終期設定

方法改善
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

当面継続します。

民間委託等拡大・充実

現状維持でお願いします。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

方法改善
縮小 統合/終期設定

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 28 3

年 ～ 年

①
②
③

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日 平成23年6月24日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
企画課

事務事業名 庁舎修繕事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

２ 非該当

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 老朽化している庁舎の維持管理を行います。

今年度

対象（誰を、
何を）

市庁舎

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
庁舎修繕

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

716

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

目標

実績

実績

総務費

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

活動内容

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

22

1,567
0.114

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

0

1,014
1,014

689

1,567

0.114

23平成

目標
実績

平成

正職員工数･経費

国 庫 支 出 金

予算費目
年度決算21

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

0.000

指標設定になじまないため
設定しない。

0.114

1,850
1,850

県 支 出 金

0
1,712

0.000
2,566

臨時･嘱託工数･経費

臨時･嘱託職種

平成指標名

目標

2,256

698

0.000



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

二次評価一次評価の説明
あらゆる部分が損傷の可能性が
あるので、修繕が必要です。

経年劣化するものは、計画的に
修繕を行っています。

必要な部分は、予算の範囲内で
修繕しています。

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効率性評価点

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

最低限の機能は維持できるよう
にします。

効
率
性

3
有効性

4 4
有効性必要性効率性 達成度

4
民間委託等 現状維持

総合評価
4 Ａ4

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
廃止/休止

Ａ

老朽化が激しいので、最低限の修繕は必要です。

拡大・充実
統合/終期設定

方法改善
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

修繕は、毎年度必要となります。

民間委託等拡大・充実

継続してください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

方法改善
縮小 統合/終期設定

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 29 2

年 ～ 年

①
②
③

期間設定なし

福家晴生
シート作成日 平成23年4月27日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 指定管理者選定事務
企画課

事務事業名 指定管理者選定事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

２ 非該当

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
指定管理者制度を導入することにより、多様化する市民ニーズに効果的・効率的に対応し、公の施設の管理に民間の能力やノウハウを
幅広く活用しつつ、市民サービスの向上及び行政コストの削減を図ります。

今年度

対象（誰を、
何を）

公の施設の管理者

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
指定管理者選定委員会事務

地方自治法

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（４）協働のまちづくりの推進
（１）多様な分野における参画・協働の促進

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,338

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

43
目標

実績

実績 9

総務費

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位 平成

活動内容

地 方 債

平成

10

会　　計 一般会計
22

0.213
149

0.213

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

1,436

1,305

0.000 0

0
0

1,287

149

目標
実績

平成
予算費目

年度決算21

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指定管理者導入施設数

23

目標

国 庫 支 出 金
平成

0.000

指標名

0.213

13
13

正職員工数･経費

0.000
1,351

臨時･嘱託工数･経費

臨時･嘱託職種

1,305
0



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

二次評価一次評価の説明
積極的に進める必要がありま
す。

積極的に進める必要がありま
す。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

これまでの効果、課題等を検証
し導入していく必要があります。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

制度導入により、民間ノウハウを
活用したサービス向上及び管理
運営の効率化が図られます。効

率
性

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

有効性
4 2

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

二次評価
総合評価

3
効率性総合評価評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
民間委託等 現状維持

効率性
Ａ4

有効性必要性
3

達成度

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

積極的に推進してください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

方法改善
縮小廃止/休止

Ｂ

指定管理者制度の導入は、各所管課で対応しているので、導入できる施設の検
討をします。

拡大・充実

今後も指定管理者制度を導入する時は、指定管理者選定委員会で検討していき
ます。

民間委託等
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実
統合/終期設定

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 30 2

17 年 ～ 年

①
②
③

期間設定なし

坂東　明
シート作成日 平成23年6月27日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 入札参加資格申請審査事務
企画課

事務事業名 入札参加資格申請審査事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

２ 非該当

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 申請書の書類を審査し、名簿に登載します。できるだけ早い時期に名簿を確定したい。（目標は４月中が望ましい。）

今年度 申請書の書類を審査し、名簿に登載します。名簿確定時期が５月下旬になった。申請様式、添付書類の変更を行っております。

対象（誰を、
何を）

入札参加申請書提出業者

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
提出された申請書の書類審査（１月中旬より受付開始予定）

入札参加資格業者名簿に登載・・・・・約1,400件

業者格付け等各種帳票作成

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

3,142

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

総務費

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位 平成

活動内容
追加受付を行う。（毎年８月中受付予定）

随時、入札参加資格業者名簿変更届け受付

業者格付け等各種帳票作成

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

22

0.500
576

0.500

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

3,598

3,063

0.000 0

911
911

3,022

576

目標
実績

平成
予算費目

年度決算21

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

23

目標

国 庫 支 出 金
平成

0.000

指標名

指標設定になじまないため

0.500
0

正職員工数･経費

0.000
3,142

臨時･嘱託工数･経費

臨時･嘱託職種

3,974
0



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

二次評価一次評価の説明
入札業者の設定には、必ず必要
とされます。

入札の公平性を図るために有効
です。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

厳正に書類審査等を実施してい
ます。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

徳島県、近隣市町村の事務を参
照しながら、より効率よく処理で
きるか検討いたします。効

率
性

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

有効性
4 4

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

二次評価
総合評価

4
効率性総合評価評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
民間委託等 現状維持

効率性
Ａ3

有効性必要性
4

達成度

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

納税証明について検討の余地有り。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

方法改善
縮小廃止/休止

Ａ

１．入札参加申請業者の市税等の滞納の有無の確認
２．参加者名簿の確定期間の短縮
３．申請書等の簡素化

拡大・充実

１．法人税のみの確認を行っているが、他税についても検討する必要あり。
２．全体の仕事量を限られた期間で行うには、人的支援が必要となります。資料作成も考慮
する必要がある。
３．物品の申請様式の変更点をわかりやすく周知する必要あり。

民間委託等
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実
統合/終期設定

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 31 2

17 年 ～ 年

①
②
③

期間設定なし

坂東　明
シート作成日 平成23年6月27日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 電子入札事務
企画課

事務事業名 電子入札事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 市内業者が全員（工事、委託、物品）電子入札で処理できる。

今年度 平成２３年度市内業者（工事、測量コンサル）が全員電子入札に参加できる。

対象（誰を、
何を）

建設工事、測量・コンサル業務入札参加業者

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
電子入札システムへの工事、委託案件データ登録

阿波市ホームページでの入札情報の公表（入札予告、入札閲覧資料、入札結果）

電子入札システムで開札処理（指名通知発行、開札処理）

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．生活基盤の充実したまちづくり
（４）情報化の推進
（２）行政内部のＩＣＴ環境の充実

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

6,283

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

総務費

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

活動内容 電子入札システムで開札処理（指名通知発行、開札処理）

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

電子入札件数
H20・・・・・
H21・・・・・326件
H22・・・・・276件
H23・・・・・250件（予定）

22

1.000
1,735

1.000

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

7,779

6,126

0.000 0

1,826
1,826

6,044

1,735

目標

23平成

目標
実績

平成

指標設定になじまないため

1.000
0

予算費目
年度決算21

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0
7,952

0.000
6,283

臨時･嘱託工数･経費 0.000
臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

二次評価一次評価の説明
業者の方（入札参加者）がわざ
わざ入札会場にくる必要がありま
せん。

入札の公平性を図るために有効
です。

随意契約等様々な、入札パター
ンを実施できていない部分もあり
ます。これからは順次入札範囲
を拡大してくつもりです。

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

関係各課と協議しながら、事務
効率を考え手段、方法を検討し
ます。効

率
性 ３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 4
効率性

Ａ4
有効性必要性

4
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

今後も改善の努力をしてください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

・効率よく正確に短期間で処理できるように、事務改善が必要です。

総合評価
Ａ

１．発注者（担当者）の、登録入札案件が大量に発生する場合に処理できなくなる
ため、発注者（担当者）の事前チェックが必要です。

拡大・充実 民間委託等

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 32 2

年 ～ 年

①
②
③

期間設定なし

野崎順子
シート作成日 平成23年6月1日

シート作成者名主務課長名 吉田一夫

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 広報・広聴事務
企画課

事務事業名 有料広告募集事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

２ 非該当

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 新たな自主財源の確保と、地域経済の活性化を図ります。

今年度 新たな自主財源の確保と、地域経済の活性化を図ります。

対象（誰を、
何を）

市内外の企業

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
広報阿波と阿波市ホームページに有料広告を掲載します。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進
（３）効率的で持続可能な財政運営の推進

③
④
⑤

21 22 23

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

628

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

611,000
円

目標

実績 94,000
120,000

120,000
実績 670,000

総務費

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位 平成

活動内容

地 方 債

平成

180,000

180,000

会　　計 一般会計

374,000

22

0.100
0

0.100

年度予算 備考
企画費

年度決算
総務管理費

604

613

0.000 0

0
604

目標
実績

平成
予算費目

年度決算21

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

広報阿波広告収入
120,000

阿波市ホームページでの広
告収入金額

23

120,000目標
円

国 庫 支 出 金

阿波市ホームページ広告収
入

平成

0.000

指標名

広報阿波での収入金額

0.100
0

正職員工数･経費

0.000
628

臨時･嘱託工数･経費

臨時･嘱託職種

613
0



阿波市全庁評価シート　平成22年度実施事業対象

有
効
性

達
成
度

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

二次評価一次評価の説明
厳しい財政状況の中、自主財源
確保として必要です。

封筒広告も実施しているが、広
報やホームページの有料広告と
は形式が違うので、類似・重複と
はなりません。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

目標金額は達成しているが、さら
なる広告主の開拓が厳しい面も
あります。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

他市の有料広告掲載状況等を
参考にし、より有効な広告掲載を
常に模索しています。効

率
性

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

有効性
4 3

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

二次評価
総合評価

3
効率性総合評価評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
民間委託等 現状維持

効率性
Ａ4

有効性必要性
4

達成度

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

自主財源確保のため、営業努力をしてください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

方法改善
縮小廃止/休止

Ａ

新しい有料広告掲載主の獲得が必要です。

拡大・充実

広報誌、ホームページともに、広告主が有料広告掲載に魅力を感じるような誌面、
画像の制作に努力をし、また、市職員は阿波市の広報マンになっていただき、新し
い広告主の開拓協力をお願いしたいと思います。

民間委託等
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実
統合/終期設定

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない


